熊本県収用委員会　会長　塚本　侃　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　    　  　     　平成14年８月22日

佐藤隆夫氏の７月22日付け意見書に示された見解について、意見書を提出します。　　 　　　

　　　「その他権利を主張する者」代理人　明治学院大学教授　熊本一規

佐藤隆夫氏の見解についての意見書
　佐藤隆夫氏は７月22日付け意見書において総有説を批判し、社員権説を展開している。

しかし、佐藤氏は、漁業法について全く無知であり、多くの誤解をしている。

１．漁業法についての無知・無理解

(1)『漁業制度の改革』を読んでいない

　佐藤氏は、「戦後昭和24年に成立した漁業法は、……まさに近代化の視点から共同漁業権を立法化したもので、共同漁業権を『総有』と解する法的根拠は立法的にも全く存在しない」と述べるが、この文章から、佐藤氏が『漁業制度の改革』を全く読んでいないことがわかる。

『漁業制度の改革』は、次のように述べている。

「この総有漁場は漁業組合の専用漁業権という形でローマ法的に整備されたのである。つまり､部落が管理し、その管理下に部落民が平等に利用するという形態――ゲルマン法の総有――をローマ法に翻訳し、部落の管理権限を漁業組合の専用漁業権、部落漁民の平等利用権を組合員の各自漁業を営む権利として規定した。法体系を異にするゲルマン法の概念を、民法では規律し得ずして慣行に逃げているのに、一応ローマ法の概念をもって規律したことは、明治の立法者もなかなか味なところを見せている。このように各自漁業を営む権利というのは、部落のとりきめのもとにおける部落漁民の総有漁場の平等な利用権なのであり、旧法で専用漁業権について、新法で共同漁業権とひび建養殖業以下四種の養殖業を内容とする区画漁業権についてこれを規定したのは、これらの漁業が組合員の総意で決めた行使方法にしたがって原則として平等に営むべきものであることを示しているのである」(304－305頁)。

　このように、昭和24年漁業法の立法担当者自身が、その解説書において「各自漁業を営む権利というのは、部落のとりきめのもとにおける部落漁民の総有漁場の平等な利用権」と述べているにもかかわらず、それを一切無視して「共同漁業権を『総有』と解する法的根拠は立法的にも全く存在しない」とするのは、驚くべきことである。

(2)「漁業行使権が関係組合員に資格限定されること」を説明できていない

　佐藤氏は、「組合員は漁協の構成員＝社員として免許漁業を営む」(２頁)とするとともに、「ここで重要問題は、漁業権行使規則の作成要件である。その要件とは、共同漁業については、①第一種共同漁業の場合、当該漁業者の三分の二以上の書面による同意を要する(この同意要件を置くことの意味は、組合員の多数者の意思により少数者の当該漁業者の地位が不当に脅かされることのないように、という法的配慮による)」と述べる。

　しかし、組合員の漁業を営む権利が社員権であるならば、なぜそれが漁業法８条によって関係組合員にのみ資格限定されるのか、全く説明できていない。いちおう、「当該漁業者の三分の二以上の書面による同意を要する」のは、「組合員の多数者の意思により少数者の当該漁業者の地位が不当に脅かされるごとのないように、という法的配慮による」と記しているものの、そもそも何故「当該漁業者」が関係組合員に限定されているかの説明は全くなされていないから、漁業法８条による資格限定の説明になっていない。単なる「多数者・少数者」という説明では、資格者が一定地区(関係地区)に住む者に限られることの説明になるはずがない。

　また、「当該漁業者の三分の二以上の書面による同意を要する」のが「組合員の多数者の意思により少数者の当該漁業者の地位が不当に脅かされることのないように、という法的配慮による」ものならば、第二種～第四種についても全く同様に「当該漁業者の三分の二以上の書面による同意を要する」はずであるのに、第二種～第四種に書面同意制がないことについての説明も全くない。

このように、関係組合員にのみ資格限定されることについての説明を欠いているにもかかわらず、いきなり「これらの漁業権行使規則作成の要件は、共同漁業が漁民の入会漁業であるという理由によるものではなく、組合員の共同漁業権行使にかかわる漁業権行使規則の作成という重大問題であることによる」(３頁)、「こうして、漁業法では昭和37年の改正により入会的共同漁業権の残映は一掃された」(４頁)と言われても、論理不明でわけがわからない。

(3)専用漁業権を理解していない

　佐藤氏は、「専用漁業権と共同漁業権の法的性格は全く異質である。ちなみに、専用漁業権には、漁業組合有のものと個人有のものがあり、とくに後者は漁村のボスの漁民の支配隷属化に大きく働いた。どのような法的根拠から共同漁業権を専用漁業権と実質的に変わらないと解されるのか、私には法理的に理解されえない」(４頁)と述べる。

しかし、専用漁業権、より正確には「地先水面専用漁業権」が、共同漁業権と同様、総有の権利を近代法で規定したものであることは、『漁業制度の改革』の前掲引用文中に「このように各自漁業を営む権利というのは、部落のとりきめのもとにおける部落漁民の総有漁場の平等な利用権なのであり、旧法で専用漁業権について、新法で共同漁業権とひび建養殖業以下四種の養殖業を内容とする区画漁業権についてこれを規定したのは、これらの漁業が組合員の総意で決めた行使方法にしたがって原則として平等に営むべきものであることを示しているのである」と述べられているほか、漁業法の解説書にも必ずといってよいほど明記されていることである。次のようである。

明治34年漁業法では、地先水面における地元部落民の入会慣行を「専用漁業権」に……構成しました。専用漁業権には、慣行に従って免許された「慣行専用漁業権」と、慣行に基づかずに新たに申請によって「漁業組合」のみに免許される「地先水面専用漁業権」の二種がありました。しかし、慣行専用漁業権はいったん免許されると漁業種類の増加や漁場区域の拡張が不可能とされていましたので、地先水面の従来の入会慣行のものは、ほとんど地先水面専用漁業権として出願し免許されています(平林・浜本、前掲書193-194頁)。

一村専用漁場の漁業慣行は、「地先水面専用漁業権」という漁業権に構成し、「地先水面専用漁業権」は「漁業組合」だけに免許することにして「漁業組合」をその権利主体とした。そして「漁業権の管理」を、漁業組合にやらせたのです。その一方で、「漁業組合の組合員」たる部落漁民各自には、「各自行使権」の権利主体であることを認めて、漁業権の収益を帰属させることにしたのです。

このような漁業組合とその組合員との関係は、第三章で詳細にふれますが、現在の共同漁業権等の「組合管理漁業権」における漁協とその組合員との関係に、引き継がれています」(浜本幸生『早わかり「漁業法」全解説』18頁)。

したがって、慣行専用漁業権の一部に個人有のものがあったからといって、「専用漁業権と共同漁業権とが全く異質である」とする佐藤氏の主張は、とうてい成り立たない。実際、昭和24年漁業法までの漁業法が総有の権利を規定したものであることは定説であり、平成元年最高裁判決も認めているところである。

２．条文説明についてのコメント

　佐藤氏は、私が４月28日付け意見書に記した、条文説明要求書10項目についての総有説に基づく説明に、いくつかのコメントをしている。

　しかし、そのすべてが漁業法の無理解に基づくか、ないしは、論理欠如・意味不明である。以下、条文説明要求書の項目毎に、説明要求、熊本説明、佐藤氏コメント、佐藤氏コメントへの熊本コメントの順に記述する。

(1)６条……６条では、共同漁業権とは「共同漁業を営む権利である」と定義されている。したがって、共同漁業を営まない漁協は権利者ではあり得ない。共同漁業権が漁協に属するものならば、その定義は「共同漁業を営む権利である」ではあり得ないはずである。

熊本回答：共同漁業権とは「共同漁業を営む権利である」から、共同漁業を営む関係漁民こそが漁業権者である。

佐藤氏コメント：関係漁民とはなにか、という基本的問題が提起されよう。

熊本コメント：「関係漁民」という、漁業法理解にとって最も重要な概念を即座に理解できないとは、驚くべきことである。ましてや、佐藤氏は、私の４月28日付け意見書を読まれたからこそ、条文説明要求に関して疑問を呈されているのであるが、同意見書には、「関係地区の漁民のことを『関係漁民』、関係地区の漁民集団のことを『関係漁民集団』ないし『入会集団』と呼ぶ」と説明するとともに、「『員外者の保護』の規定に示されるように、関係組合員が漁業法８条にもとづいて共同漁業を営む権利を持つのに対し、員外者の関係漁民は慣習に基づき共同漁業を営む権利を持つ。したがって、共同漁業権の主体は、関係組合員と員外者の関係漁民とを合わせた関係漁民集団であり、共同漁業権は関係漁民集団が総有する権利である」と述べている。にもかかわらず、「関係漁民とはなにか、という基本的問題が提起されよう」との疑問を呈されるのでは、あきれるほかはない。

(2)８条……共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権(組合員が漁協の財産・権利を利用する権利)にすぎないはずで、８条の見出しは、「組合員の漁業を営む権利」ではなくて、「組合員の共同漁業権を利用する権利」と名付けなければならないはずである。

熊本説明：漁業法８条の見出しを８条の条文に即して詳しくすれば「関係組合員の共同漁業を営む権利」になる。さらに、６条２項の共同漁業権の定義を使えば、「関係組合員の共同漁業権」になる。つまり、８条は、関係組合員が共同漁業権を持つことを意味している。

佐藤氏コメント：８条の見出しは、「関係組合員が共同漁業権を持つ」ことを意味していると解されるが、組合に対する免許をどう解されるのか、という疑問が提起される。

熊本コメント：佐藤氏が『漁業制度の改革』を読んでいないことを示すコメントで、明治漁業法が、入会集団をして漁業組合を創らせ、そこに免許するようにした工夫を全く理解していない。また、漁業法が漁業調整を目的とした公法であり、免許上の権利者は公法関係における権利者に過ぎないことも全く理解していない。いずれも４月28日付け意見書に詳述していることである。

(3)８条……共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権にすぎず、したがって、それは漁協の組織、事業、管理運営等について定めた水産業協同組合法に規定されるはずであり、「漁場を誰にどう使わせるか」、いいかえれば「免許や許可を誰に与えるか」を定めた漁業法に規定されることなどあり得ないはずである。

熊本説明：８条は関係組合員が共同漁業権を持つことを規定しているから、漁業法に含まれるのは当然である。　

佐藤氏コメント：共同漁業に関する規定は、水産業協同組合法ではなく、漁業法において設けられるべきである。この結論は、私見もそのように考える。

熊本コメント：説明要求は「社員権なら水協法に規定すべき」であるのに、それを「共同漁業に関する規定は漁業法に規定すべき」にすりかえ、「私見もそのように考える」とコメントしている。これでは、８条が漁業権についての規定であることを認めたことになるのに、その自己矛盾にまったく気付いていない。論理が支離滅裂である。

(4)８条……共同漁業の免許を漁連が受けることもある(14条８項)が、その場合でも、８条に基づき関係地区に住む組合員(関係組合員)が「共同漁業を営む権利」を持つ。漁業行使権が社員権にすぎなければ、漁連が免許を受けた場合には、漁連の社員たる漁協が共同漁業を営めるはずであり、組合員が共同漁業を営めることはあり得ないはずである。

熊本説明：漁協や漁連は、「免許の授与－取得」等の公法関係における漁業権者にすぎず、真実の漁業権者は関係漁民であるから、漁連が免許を受けても関係組合員が「共同漁業を営む権利」を持つのは当然である。

佐藤氏コメント：ここでいう真実の漁業権者とはなにか、また免許とはなにか、逆に問いたい問題である。

熊本コメント：４月28日付け意見書を読めば、私が①真実の漁業権者が関係漁民集団であること、②関係漁民集団は法人格を持たないために、漁業法は、関係漁民集団をして組合を創らせ、そこに免許するように措置したこと、また③免許とは権利の設定行為であるが、免許上の権利者は公法関係における権利者に過ぎないことを主張しているのは明らかである。にもかかわらず、「真実の漁業権者とはなにか、また免許とはなにか、逆に問いたい問題である」と述べるのでは、読解力不足も甚だしい。

(5)８条……共同漁業権が漁協に属するものならば、組合員平等の原則（協同組合原則の一つ）に基づき、組合員全員が共同漁業を営めるはずであり、漁業権行使規則をつうじて関係組合員のみに資格限定されることなどあり得ないはずである。

熊本説明：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利だから、組合員のうち関係組合員に資格限定されるのは当然である。

佐藤氏コメント：『総有』の観念から関係組合員に資格限定の理論がどうして引き出せるのか、その具体的な根拠は『当然』ではすまない法理上の疑問が残る。

熊本コメント：４月28日付け意見書を読めば、通常の読解力のある人なら理解できるはずであるが、

念のため、繰り返せば、次のようである。

総有とは「入会集団が有する」との意味であり、「入会集団は関係漁民集団」であるから、共同漁業権は「関係漁民集団の総有の権利」である。したがって、関係漁民であれば、組合に属していても、属さなくても共同漁業を営める。漁業法８条は、「組合に属している関係漁民」、すなわち「関係組合員」の共同漁業を営む権利についての規定であるから、組合員のうち関係組合員に資格限定されるのは当然である。

(6) 14条８項…………共同漁業の免許を受ける漁協の適格性は、単独申請の場合には単独漁協で、また共同申請の場合には複数の漁協で、「関係地区に住所を有し、沿岸漁業を営む者の属する世帯の数の三分の二以上を組合員世帯に含むこと」とされている。つまり、免許を受ける適格性の基準に世帯がなっている。近代法において法人格を持つのは自然人と法人であり、世帯が権利主体となることはあり得ないのに、世帯が免許の適格性の基準となっているのは何故か。

熊本説明：入会権や入会権的権利(共同漁業権・水利権・温泉権)は世帯の持つ権利だからである。

佐藤氏コメント：近代法では「世帯」は権利主体とはなりえない。すなわち、「漁業」という性格上、免許の適格性の基準の一つとして組合員を主体としつつも、世帯がとりあげられているにすぎない。

熊本コメント：漁業法では「免許の適格性の基準の一つとして組合員を主体」とはされていない。基準は世帯だけである。また、『「漁業」という性格上、……世帯がとりあげられている』とされているが、漁業のいかなる性格に基づくのか、その性格は農林業や工業にはない漁業固有のものか、など一切が不明であり、論理が全く欠如している。

(7)14条10項………関係組合員を一人含む漁協でも共同申請や共有請求をつうじて共同漁業の免許を受けられる一方、その一人の関係組合員が漁協を脱退すると免許は取り消される。このように、一人の関係組合員の存否によって免許の有無が左右されることと、免許を受けている漁協を権利者とし、漁協に補償を支払うこととは矛盾するのではないか。

熊本説明：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利であり、漁協は免許を受ける際の公法上の権利者、いわば名義人にすぎないから、関係漁民を一人でも含む漁協が免許を受けられるのは当然である。補償金は、公法上の権利者如何に関わらず、関係漁民集団の総有の財産になる。

佐藤氏コメント：漁協という法人は、総有説にいう「漁民集団」の名義人という存在ではない。そもそも、「漁民集団」という観念は存在しない。

熊本コメント：関係漁民という概念すら理解し得ないのだから、「漁民集団」を理解し得ないのも無理はないが、14条11項「員外者の保護」から関係漁民集団、８条・31条から関係組合員集団という概念が構成されるのはいうまでもない。

　　また、前述のように、関係漁民集団は法人格を持たないために、漁業法は、関係漁民集団をして組合を創らせ、そこに免許するように措置したことを理解していない。

(8) 14条11項………関係地区に住む漁民であれば漁協に属さなくとも共同漁業を営めることを規定しており、「員外者の保護」の規定と呼ばれている。共同漁業権が漁協に属するものならば、員外者が共同漁業を営めることなどあり得ないはずである。

熊本説明：共同漁業権は関係漁民集団の総有の権利だから、関係漁民ならば漁協に属さなくとも共同漁業を営めるのは当然である。また、もしも関係漁民が漁協から脱退した場合に共同漁業を営めなくなるとすれば、漁協の持つ加入脱退自由の原則に抵触してしまう。

佐藤氏コメント：①第一に、非組合員も共同漁業は営める。しかし、それは漁業権に基づいての漁業権行使ではない。単に事実上営んでいるということでしかない。したがって、事実上の漁業権行使者には、漁業権のもつ物権的請求権はもちろん行使しえない。②この事実上の漁業権行使は、法的に決して好ましいものではない。また、非組合員の存在、それに組合員が三分の一しかいないため組合管理漁業権の適格性を欠く組合の存在、これらのケースは、共同漁業権、それにその法的秩序の保持という面からも法的に放任できるものではない。そこで(i)非組合員については、不当に漁業権から排除されないための措置がとられる(非組合員については、漁業調整委員会の指示と組合に対する加入)。(ⅱ)組合については、共同申請、共有請求、入漁権の指定など。とくに、漁業調整委員会の設置は、入会漁業では法理的に考えられないことである。

熊本コメント：①「関係漁民」を理解していないために、「関係漁民の非組合員も共同漁業は営める」とすべきところを「非組合員も共同漁業は営める」としている。共同漁業を営める員外者は関係漁民に限られており、非組合員一般ではない。

　　また、員外者の関係漁民の共同漁業を営む権利も妨害排除請求権を持つ。なぜなら、員外者の関係漁民の公共用水面使用は、「公共用物の特別使用」(公共用物は、元来一般公共の使用に供される公共施設であるが、その本来の用法をこえて、本来の公の目的を妨げない限度において、特定人がその公共用物の上に、特別の使用権を取得しこれを使用すること)、かつ、「慣習に基づく特別使用」(公共用物の特別使用には特許によるものと慣習によるものとの二種があるが、員外者の関係漁民の公共用水面使用は、いうまでもなく慣習に基づく)にあたり、「慣習に基づく特別使用」の権利については私権説と公権説とがあるが、私権説は、これを「慣習法上の物権」と解し、他方、公権説は、これを「公物使用権」とするものの「公物使用権は、公権の性質を有するとしても、その実質は、その物を使用し、占用することを内容とする財産権的性質を有するもので、この点において私権と類似の性質を有し、私権に準じて、これを譲渡することができるのみならず、第三者がこの使用権を侵害した場合には、民事上の妨害排除ないし損害賠償の請求をすることができるものとする」(原龍之介『公物営造物法』293頁)からである。

②「非組合員の存在が、…法的に放任できるものではない」ので、「漁業調整委員会の指示と組合に対する加入がとられる」とのコメントは、漁業法をまったく理解していないものである。協同組合原則(脱退の自由)のために関係漁民の員外者の存在を法的に認めなければならないからこそ、14条11項は、委員会指示を通じて、その共同漁業を保障しているのである。もしも「非組合員の存在が、…法的に放任できるものではない」ならば、非組合員に対して、組合加入が義務付けられるはずであるが、協同組合原則(脱退の自由)のために義務付けなどできるはずがなく、現に義務付ける規定は全く存在しない。

　「組合員が三分の一しかいないため組合管理漁業権の適格性を欠く組合の存在」(「組合員が三分の一しかいないため」は誤りで、正しくは「世帯が三分の二未満のため」。漁業法14条８項参照)も、「法的に放任できるものではない」のではなく、法的に保障されなければならないからこそ、共同申請や共有請求の制度が設けられているのである。

　　「漁業調整委員会の設置は、入会漁業では法理的に考えられない」は、漁業法が漁業調整を公共目的とした公法であること、したがって、共同漁業権が単なる入会権的権利でなく、公的制約を持つことを全く理解していないことを示すコメントである。

(9) 31条………平成13年に改正された条項で、「共同漁業権の変更・分割・放棄に関係組合員の三分の二以上の同意が必要」と規定している。共同漁業権が漁協に属するものならば、漁協の総会決議だけで共同漁業権の変更・分割・放棄は可能なはずであり、それに加えて関係組合員の三分の二以上の同意を必要とされることなどあり得ないはずである。

熊本説明：共同漁業権は関係組合員の持つ権利だから当然である。ここで「関係漁民の三分の二以上」でなく「関係組合員の三分の二以上」とされているのは、漁業法では、漁協が関係漁民の大多数を網羅することを前提としているからである。

佐藤氏コメント：「関係漁民の三分の二以上でなく」、「関係組合員の三分の二以上」とされているのは、漁業法では、漁協が関係漁民の大多数を羅列することを前提としているからである、と回答される。この回答だけでは平成13年の改正の趣旨が生かされない。

熊本コメント：論理欠如・意味不明であり、コメントのしようがない。

(10) 143条……漁業法８条の「関係組合員の漁業を営む権利(漁業行使権)」を侵害した者は刑罰に処せられる。共同漁業権が漁協に属するものならば、漁業行使権は社員権にすぎないはずで、それを侵害しても刑罰に処せられることなどあり得ないはずである。

熊本説明：漁業法８条の「関係組合員の漁業を営む権利(漁業行使権)」こそが共同漁業権であり、したがって物権的権利だからであり、また、漁業法は漁業調整という公共目的に基づき、国が誰にどのように免許や許可を与えるかを定めた公法であるため、漁業行使権侵害は国家の法秩序を乱すことになるからである。

佐藤氏コメント：143条の問題がある。漁業法8条の関係組合員の漁業を営む権利(漁業行使権)を侵害した者は刑罰に処せられる。これは当然であって、ここではそれ以上のコメントは必要ではない。

熊本コメント：論理欠如・意味不明である。何故「当然」なのか全くわからない。

３．不遜な神様批判

佐藤氏は、我妻栄鑑定書が、「協同組合という近代的な法人的団体と、漁業権の総有的帰属主体(実在的総合人)との二重の性格を有し、それぞれの関係について、それぞれを規律する法規および慣行の適用を受ける特異の存在である」と述べていることについて、「近代的法人論からいって明らかに無理があり、理論上支持しえない。『もし慣行による』とすれば、『共同漁業権の行使については慣行に従う』旨の規定が制定されていたはずである(民法263条との対比)」と述べる。

「近代的法人論からいって無理がある」とは、一般的に、「近代法における法人が実在的総合人の性格を有することはあり得ない」という意味であろうが、それは当たり前のことである。漁協以外には、そのような法人が存在するはずがない。しかし、入会集団(関係漁民集団)をして組合を創らせて、そこに免許するという漁業法上の工夫によって漁協が二重の性格を持つことは、我妻栄鑑定書のみならず、漁業法の解説書に必ず明記されていることである。　　

さらに、「『もし慣行による』とすれば、『共同漁業権の行使については慣行に従う』旨の規定が制定されていたはずである(民法263条との対比)」に至っては、法例二条すら理解していないことを意味する。法例二条は、「公ノ秩序又ハ善良ノ風俗ニ反セサル慣習ハ法令ノ規定ニ依リテ認メタルモノ及ヒ法令ニ規定ナキ事項ニ関スルモノニ限リ法律ト同一ノ効力ヲ有ス」と規定しており、公序良俗に反しない慣習は、「法令の規定で認めたもの」のみならず、「法令に規定なき事項に関するもの」もまた、法律と同一の効力を有するのである。

また、佐藤氏は「実在的総合人は法的主体ではない。すなわち、この視点において、すでに補償金が実在的総合人に帰属する見解は破綻しているといわざるをえない」と述べるが、論理不明である。実在的総合人に近代法における法人格がないからといって、実在的総合人たる入会集団が財産や権利を持てないわけではない。そのことは、入会権の主体が入会集団であることや、入会地の売買代金が入会集団(実在的総合人)の総有に属することだけからも明らかである。

　法例二条や入会権・漁業権についてこれほど無知でありながら、「民法の神様」である我妻栄の鑑定書や「漁業法の神様」である浜本幸生の大著『共同漁業権論』を批判するとは、不遜きわまりないことである。

以上のように、佐藤氏は、漁業法を全く理解しておらず、漁業法の無理解のもとに社員権説を述べている。また、慣習と法律との関係も全く理解していない。漁業法や共同漁業権について論じる資格など全くないというほかはない。それどころか、通常の大人の文章読解力・理解力・文章表現力さえ持ち合わせておらず、その文章は論理欠如・意味不明で、支離滅裂である。およそ、法律を論じるうえでの資質にすら欠けると言わざるを得ない。

佐藤氏があくまで社員権説が正しいと主張されるのならば、７月30日付けで佐藤氏宛て提出した条文説明要求書に応え、10の要求項目について説明すべきである。収用委員会における合意事項(正しい法解釈ならばあらゆる条文を説明きるはずである)に基づけば、10項目を説明できない限り、佐藤氏は、社員権説が正しい法解釈であると主張できないことになる。

佐藤氏は、国土交通省と同様、条文説明要求書10項目を説明できるはずがない。したがって、８月26日収用委員会にも、また体調が悪くなって出席されないことはもちろん、条文説明要求書にも何ら回答されないに違いない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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